
■介護人材育成訓練(求人セット型訓練)制度を活用しませんか？■

求 人 セ ッ ト 型 訓 練

●テクノスクールが、ハローワークへ求人申込みを行った福祉

施設等に対して、職業訓練の実施業務を委託する「求人セット型」

の職業訓練です。

求人セット型訓練とは？

求職者を対象に、求人事業所で行う
職場実習を中心とした訓練です。

３か月間の

訓練です！

人材確保を！
職業訓練で

委 託 料

対 象 地 域

TEL

● お問い合わせ

新潟市（北区）、新発田市、胎内市、五泉市、

村上市、阿賀野市、佐渡市、

聖籠町、阿賀町、関川村、粟島浦村、

柏崎市、刈羽村、出雲崎町、妙高市、

糸魚川市

に所在する福祉施設

ハローワークの求職者を訓練の受講生として、

福祉施設等の人材ニーズに即した職業訓練を通

して、自社を訓練実施場所として職場実習を中

心とした訓練を行います。

福祉施設等の人材ニーズに即した職業訓練を

自社で実施できます

県立テクノスクールと業務委託契約を交わし、
訓練の実施実績に応じた委託料をお支払いします。

受講生1人毎に委託料、介護職員初任者研修課程（通信制）の受講料を

訓練終了後にお支払いします。訓練が途中で中止となった場合は、訓

練実施日に応じた額の支払いとなります。

（公財）介護労働安定センター新潟支部

025 - 247 - 1963

新潟県からの

事業受託者

R7.5

新潟県が実施する公共職業訓練

・自社にあった人材をあらかじめ教育できます。

→雇用のミスマッチ解消に繋がり、即戦力と

なる人材の育成ができます。

・訓練中に受講生の意欲と技能、人柄を同時

に理解できます。

・試用期間に相当する期間をこの制度として

取り扱えるため、

賃金や交通費の

支払い、社会保険等

が不要です。

3か月間

予定訓練期間

※採用・不採用の決定は、訓練終了時に行われる施設との面談等を経て行われます。

求職者の適性を見極めた上で採用を希望する

福祉施設等にとって有効な制度です

※受講生を訓練期間内だけの労働力として活用することを目的とする制度ではありません。



詳しくは介護労働安定センター新潟支部までご相談ください。

TEL（025）-247-1963 FAX（025）247-1964

● 訓練時間・時間数

標準３か月

（ただし、訓練内容、採用希望時期等により変更は可能）

月１００時間以上で、介護職員初任者研修課程

（通信制・１３０時間）を含む。

●訓練コース設定

実習を中心とする訓練を実施しますので、求職者に必要な知識・

技能等の職業能力を付与する訓練コースの設定をお願いします。

.

■委託料

● 受講生1人つき、月額30,000円（税別）

介護職員初任者研修課程（通信制）の受講料

（上限80,000円（税別））の合計をお支払いします。

支払いの時期は、訓練及び研修修了後に実績報告を

受理した後、正当な請求書を提出いただいた後に

なります。

途中で中止と会った場合は、訓練実施日に応じた

額の支払いとなります。

お申込みの

流れ
（公財）介護労働安定センター

新潟支部へ申し込み

登録通知をハローワークへ提出
（求人セット型訓練併用（専用）求人の登録完了）

面接選考
訓練開始日の概ね3週間前に、福祉施設と新潟テ

クノスクールが実施します。

訓練開始（施設でのOJTなど）

福祉施設及び介護職員初任者研修会場で受講し

ます。※１

3か月間の訓練受講後

採用へ！※２

ハローワークへ求人登録STEPSTEP １

STEPSTEP ２

STEPSTEP ３

STEPSTEP ４

STEPSTEP ５

STEPSTEP ６

※１ 訓練期間中は雇用ではないた

め、賃金の支払いはありません。

委託料のお支払いについては下

部をご覧ください。

※２ 福祉施設との面談により採用•

不採用の決定がなされます。

【訓練制度を利用できる福祉施設等の要件】

次の全ての要件を満たす福祉施設（国、地方公共団体を除く）であることが必要です。

(1) 雇用保険の適用福祉施設であること。
(2) ハローワークへ「介護人材育成訓練（求人セット型訓練）専用または併用求人」
として求人申込みを行うこと（すでに申込みをされている場合は、「介護人材育成
訓練（求人セット型訓練）専用または併用求人」に切り替えていただくこと。）。

(3) 訓練実施後、一定の能力習得が図られ、福祉施設等が求める職務を遂行することが
できると認められることを前提に、訓練受講生の採用を希望していること。

(4) 新潟県の県税の納税義務を有するものにあっては、県税の未納がない者であること。
(5) 消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
(6) 訓練指導（OJT）体制が整っていること。

■訓練内容
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